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第２９期 決 算 公 告 

２０２０年６月１０日 

福岡県直方市大字中泉１１８１番地６ 

株式会社 フタバ九州 

取締役社長 川渕建夫 

（２０２０年３月３１日現在）          「千円未満切り捨て」 

〔単位：千円〕 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

施 設 利 用 権 

その他の無形固定資産 

 

投資その他の資産 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 

千円 

６，３６４，６８１ 

２２９，１６７ 

３，１７６，１８８ 

１９８，７７７ 

３４，９３９ 

４７６，５４３ 

８４，５７８ 

３５９，３３８ 

１，８００，０００ 

５，１４７ 

 

４，０２１，０４３ 

３，９７１，６８０ 

１，６２２，２４５ 

５３，６１１ 

１，３６４，０３３ 

５，６６６ 

３１５，５１７ 

５９７，１０１ 

１３，５０４ 

 

１０，８１０ 

１０，２０９ 

３００ 

３０１ 

 

３８，５５２ 

３６，７２５ 

６３１ 

１，１９６ 

（負債の部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

預 り 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

 

 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

  

 

負 債 合 計 

 

 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 

利 益 剰 余 金  

そ の 他 利 益 剰 余 金 

 繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 

純資産合計 

千円 

４，４６８，４６１ 

１６４，０３０ 

３，１８３，４５８ 

５１，８４１ 

７４６，３７６ 

１３，９５４ 

４６，７１０ 

２６２，０９０ 

 

 

 

１，７２５，７４２ 

１，７２５，７４２ 

 

 

６，１９４，２０４ 

 

 

 

４，１９１，５２０ 

４６０，０００ 

３，２７３，１４８ 

４５０，０００ 

２，８２３，１４８ 

 

４５８，３７２ 

４５８，３７２ 

４５８，３７２ 

 

 

４，１９１，５２０ 

資  産  合  計 １０，３８５，７２５ 負債及び純資産合計 １０，３８５，７２５ 
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個 別 注 記 表 
 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

 

１． 資産の評価基準および評価方法 

たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）

並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物付属設備および構築物については定額法を採用して

おります。 

（２） 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては､社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（３） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価格をゼロとする定額法によっております。 

 

３. 引当金の計上基準 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を会計年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（12年）による定額法により発生年度から費用処理し

ております。 

 

４． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

６. 計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

該当事項はありません。 

 

７. 表示方法の変更 

該当事項はありません。 
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［貸借対照表に関する注記］ 

 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １４，７１６，０９５ 千円 

２. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務   

短期金銭債権 ５，１１４，１２９ 千円 

短期金銭債務 ２，６８７，７４８ 千円 

 

 

［損益計算書に関する注記］ 

 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 ３５，４３１，５２３ 千円 

仕入高 ２４，６１０，４０９ 千円 

営業取引以外の取引による取引高 ８３７，２８１ 千円 

 

 

［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

 

１. 発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

当会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式： ９，３００株 

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３. 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

 

② 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの 

株式の種類      普通株式 

配当金の総額     １，１５８百万円 

1株当たり配当額   １２４，５１６円１２銭 

基準日         ２０２０年３月３１日 

効力発生日      ２０２０年６月１１日 

 

 
［１株当たり情報に関する注記］ 

 

１． １株当たり純資産額 ４５０，７０１円１１銭 

２． １株当たり当期純利益 ５３，２６６円２１銭 

 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払費用、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等で

あります。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

親会社及び主要株主等

種類
会社等の
名　　称

所在地

資本金
または
出資金

（百万円）

事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

自動車部品
の販売

35,431 売掛金 3,172

原材料及び
部品の購入

24,610 買掛金 2,606

固定資産の
売却

110 未収入金 -

資金の貸付 954 短期貸付金 1,800

フタバ管理費 373 未払費用 33

100%
当社製品
の販売先

親会社
フタバ産業
株式会社

愛知県
岡崎市

16,820
自動車部品の
販売及び治具
溶接機の販売

 
（注） １． 取引金額は消費税等抜きで表示し、期末残高は消費税込みで表示しております。 

 ２． 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 ① 自動車部品については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、価格交渉

のうえ決定しております。 

② 原材料及び部品の購入については、フタバ産業㈱の設定価格によっております。 

③ 資金の貸付の取引金額は期中の平均残高を表示しております。金利につきましては市場金

利を勘案して決定しております。 

④ フタバ管理費は親会社より提示された料率を基礎として毎期交渉のうえ決定しております。 

  

 

［金融商品に関する注記］ 

 

１. 金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針 

当社は、自動車部品の製造販売を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金や短期的

な運転資金の借入れ、また余資の運用をフタバグループのＣＭＳにて行っています。 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客は親会社でありリスクは低いと考えられます。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。 

（３） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、取引先である親会社と定期的に残高を管理しております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社では、業務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、資金調達に係る流動

性リスクを管理しております。 
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２. 金融商品の時価等に関する事項 

２０２０年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

資産    

（1）現金及び預金 229 229 - 

（2）売掛金 3,176 3,176 - 

（3）短期貸付金 1,800 1,800 - 

   資産計 5,205 5,205 - 

負債    

（4）支払手形及び買掛金 3,347 3,347 - 

負債計 3,347 3,347 - 

（注）（１）、（２）、（３）、（４）は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 


